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Ⅰ　問題の所在
　2003年のイラク占領は、第二次世界大戦以後の国際関係において、個別
国家によって国家再建が実施された初の事例を構成する
（１）
。同占領におい
（ 1 ）　2003年のイラク占領まで、国家再建は主として国連（平和維持）部隊によって
実施されてきた。Erika de Wet, The Chapter VII Powers of the United Nations 
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て、米英を中心として構成された連合国暫定当局（Coalition Provisional 
Authority: CPA）は、イラクの国内法の改変や統治制度の改革を実施した。
　このような CPA の実行は、jus in bello
（２）
の占領法規の適用を受ける占領
の事態を構成する。jus in bello の一規則を構成する1907年の陸戦ノ法規
慣例ニ関スル規則（以下、ハーグ陸戦規則）第42条は「……事実上敵軍ノ
権力内ニ帰シタルトキハ、占領セラレタルモノトス」と定め、相手方紛争
当事国軍隊による駐留と統治という二要件によって jus in bello の占領法
規の適用が開始されることを規定している
（３）
。同条の定める jus in bello の
占領法規の適用開始に関する二要件は、2004年の「パレスチナ占領地域に
おける壁建設の法的効果」事件勧告的意見
（４）
および2007年の「コンゴ領にお
ける軍事活動」事件本案判決（コンゴ対ウガンダ
（５）
）において、国際司法裁
Security Council （2004）, pp. 311─315.
（ 2 ）　jus in bello は、武力紛争中の戦闘（害敵）方法・手段に関する規則（ハーグ
法、law of the Hague）、及び、武力紛争犠牲者・民用物保護に関する規則（ジュ
ネーヴ法、law of the Geneva）、並びに、紛争当事国と局外第三国との関係を規律
する中立に関する規則とに大別される。一般に、「戦時国際法」あるいは「戦争法」
（law（s） of war）という用語は、形式的な戦争意思の表明によって成立する「戦争
状態（state of war）」及び「法律上の戦争（de jure war）」の存在を前提として適
用された、伝統的国際法における jus in bello 規則を指す。これに対し、「武力紛争
法（law of armed conflict）」「国際人道法（international humanitarian law）」とい
う用語は、形式的な戦争意思の表明にかかわらず、実質的な「戦闘行為（belligerent 
act）」及び「事実上の武力紛争（de facto armed conflict）」の発生を前提として適
用される、現代国際法における jus in bello 規則を指す。「武力紛争法」と「国際人
道法」の呼称の相違は、jus in bello の保護法益・法的価値に関する認識の相違か
ら生じるものである。本稿では、原文でその旨明記されている場合を除くほか、武
力紛争に適用される jus in bello 規則の総体という意味で、ラテン語の jus in bello
という用語を主として使用する。Jean Pictet, “International Humanitarian Law: 
Definition,” in UNESCO （ed.）, International Dimensions of Humanitarian Law 
（1988）, pp. xix─xxii. 真山全「国際人道法」猪口孝編『国際政治事典』（弘文堂、
2005年）335─336頁。竹本正幸「国際人道法」国際法学会編『国際関係法辞典』第
2 版（三省堂、2004年）293頁。
（ 3 ）　Yoram Dinstein, International Law of Belligerent Occupation （2009）, p. 42.
（ 4 ）　I.C.J. Reports 2004, p. 167, para. 78.
（ 5 ）　I.C.J. Reports 2007, pp. 229─230, paras. 172─173.
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判所（以下、ICJ）によって、慣習国際法として認定され、占領国に適用
されている。
　また、1949年ジュネーヴ諸条約共通第 2 条は「この条約は……一締約国
の領域の一部又は全部が占領されたすべての場合について、その占領が武
装抵抗を受けると受けないとを問わず、適用する」と定める。この規定
は、敵対行為の終了後の占領に対しても、同諸条約の定める占領法規が適
用されることを示している
（６）
。
　2003年 3 月20日に米英によって開始されたイラク攻撃
（７）
は、同年 4 月 9 日
にイラク・フセイン政府の壊滅に至り、同年 5 月 1 日までに敵対行為は終
了している。フセイン政府が壊滅し不在となったため、米英を中心とする
CPA は、イラク政府の同意を得られないまま
（８）
、同年 5 月22日よりイラク
に駐留し統治を開始している。したがって CPA は、（遅くとも）同年 5 月
22日以後、jus in bello の占領法規の適用を受けることとなる
（９）
。
（ 6 ）　Jean S. Pictet （ed.）, The Geneva Convention of 12 August 1949: Commentary 
IV Geneva Convention relative to the Protection of Civilian Persons in Time of 
War （1958）, p. 21. なお、CPA の中心的構成国である米英は1949年ジュネーヴ諸条
約の締約国である。
（ 7 ）　本稿では、2003年 3 月20日の米英によるイラク開戦に関する jus ad bellum の
合違法性の問題は扱わない。この問題に関しては、拙稿「一般国際法における休戦
協定の『重大な違反』に対する措置─イラク開戦をめぐる議論を手掛かりとして
─」『上智法学論集』第56巻 1 号（2012年）65─93頁。根本和幸「対イラク武力行使
に関する安全保障理事会決議の法構造─国連憲章第 7 章下の安保理決議の受諾合意
に関する一考察─」江藤淳一編『国際法学の諸相（村瀬信也先生古稀記念）』（信山
社、2015年）883─920頁。
（ 8 ）　領域国による占領への同意は、jus in bello の占領法規の適用を終了させる要
因 と し て 機 能 す る。Adam Roberts, “Occupation, Military, Termination of,” 
Rüdiger Wolfrum （ed.）, The Max Planck Encyclopedia of Public International 
Law （2012）, Vol. 7, p. 935, para. 7; Dinstein, supra note 4, p. 36. このような可能性
は「コンゴ領における軍事活動」事件 ICJ 本案判決（コンゴ対ウガンダ）によっ
ても示唆されている。I.C.J. Reports 2007, pp. 209─212, paras. 92─104.
（ 9 ）　武力行使が違法化される以前の伝統的国際法においては、一方紛争当事国政府
の壊滅と共同交戦国の不在という二要件を充足する状況において、他方当事国が征
服の意思をもって戦後の法的関係を一方的に決定する戦争終結方式である「征服
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　このような占領下において、jus in bello の占領法規の一つであるハー
グ陸戦規則第43条は、「国ノ権力カ事実上占領者ノ手ニ移リタル上ハ、占
領者ハ、絶対的ノ支障ナキ限、占領地ノ現行法律ヲ尊重シ……」と規定
し、被占領国の国内法の現状維持・保全義務を定めている。「コンゴ領に
おける軍事活動」事件本案判決（コンゴ対ウガンダ）において、ICJ は、
同条を慣習国際法として認定し、ハーグ陸戦規則の非締約国であるウガン
ダに対しても適用している
（10）
。同様の義務は、1949年の文民保護条約第64条
に承継されている
（11）
。したがって、被占領国イラクの国内法改変や統治制度
改革を実施する CPA の実行は、jus in bello の占領法規に違反しているこ
ととなる。赤十字国際委員会（ICRC）の編纂した文民保護条約のコメン
タリーも、法制度や政府形態の変更が一般的に占領法規に反するとの見解
を示している
（12）
。
　CPA は、このような被占領国の国内法改変・統治制度改革の実行を安
保理決議1483によって法的に正当化している。イラク占領を開始するにあ
（debellatio）」の法理が認められていた。Karl─Ulrich Meyn, “Debellatio,” in Rudolf 
Bernhardt （ed.）, Encyclopedia of Public International Law, Vol. 1 （1992）, pp. 969─
971. したがって、伝統的国際法においては、当該状況においては、征服によって
jus in bello の占領規則は適用を終了した。しかし、武力行使禁止原則の確立した
現代国際法においては、征服の主要な効果であった領域権原の移転という効果は否
定されており、征服の法理を用いることができないため、事実要件である二つの適
用要件を満たす限り、jus in bello の占領規則が継続して適用されるという問題が
生じることとなる。
（10）　I.C.J. Reports 2007, pp. 231, 243, paras. 178, 217.
（11）　同条の第一文は、被占領国の刑罰法令の現状維持・保全義務に限定されてい
る。しかし、同条の第二文では、占領国は、占領地域の秩序ある政治を維持するた
め、または、占領国の安全を確保するため、刑罰法令以外にも広範な規定を制定す
ることができると定めている。Pictet, supra note 6, p. 337. したがって、第64条第
二文の規定は刑法に限定されず、その定める条件に合致する限りで、占領国は被占
領 国 の あ ら ゆ る 法 律 を 規 則 に よ っ て 改 変 で き る と 解 さ れ る。Marco Sassóli, 
“Legislation and Maintenance of Public Order and Civil Life by Occupying 
Powers,” European Journal of International Law, Vol. 16 No. 4 （2005）, p. 669.
（12）　Pictet （ed.）, supra note 6, pp. 273─274.
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たり CPA が発令した規則第 1 号は「CPA は、……〔安保理〕決議1483を
含む関連安保理決議に基づき……すべての執行、立法および司法権限を与
えられる」と定め、CPA の権限が安保理決議1483に由来するものである
との見解を示している
（13）
。
　CPA の主張するように、安保理決議1483が被占領国の国内法改変・統
治制度改革を認めているとすれば、同決議は jus in bello の占領法規と相
反することとなる
（14）
。安保理決議1483は、前文において、「イラクにおける
状況が……依然として国際の平和と安全に対する脅威を構成することを決
定し」、「国連憲章第 7 章に基づいて……」、「統合された司令部〔CPA〕
の下にある占領国としての諸国の関係国際法の下での特定の権限（specific 
authorities）、責任および義務を確認」している
（15）
。この安保理決議1483は、
「本来であれば憲章第 2 条 4 項によって禁止されるものの、例外的に安保
理決議によって認められる武力行使（use of force）を規律する規範」とし
て、jus ad bellum
（16）
としての規範的性格を有すると解される。
　国連憲章第 2 条 4 項の慣習国際法化の証拠として用いられる
（17）
友好関係原
（13）　Coalition Provisional Authority, Regulation Number 1, Section 1, para. 2）, 16 
May 2003, at http://www.iraqcoalition.org/regulations/20030516_CPAREG_1_The_
Coalition_Provisional_Authority_.pdf
（14）　David J. Scheffer, “Beyond Occupation Law,” American Journal of 
International Law, Vol. 97 （2003）, p. 845.
（15）　U. N. Doc. S/RES/1483 （2003）.
（16）　jus ad bellum とは、一般に、戦争に訴える権利を規律する規則（the law 
governing the right to go to war）であるとされる。ただし、本来“jus ad bellum”と
いうラテン語は「戦争に訴える権利」そのものをも意味していた。そのため、戦争
違法化と武力行使禁止の進展に伴い、現在では意味論的に反転させた“jus contra 
bellum”という用語が用いられることがある。現代国際法における jus ad bellum
とは、武力による威嚇および武力の行使を一般的に禁止する規範であり、国連の軍
事的措置または自衛として例外的に行使される武力を規律する規範を指す。真山全
「現代における武力紛争法の諸問題」村瀬信也・真山全編『武力紛争の国際法』（東
信堂、2004年） 5 頁。Christopher Greenwood, “The Relationship between ius ad 
bellum and ius in bello,” Review of International Studies, Vol. 9 （1983）, p. 361.
（17）　I.C.J. Reports 1986, pp. 99─100, para. 188.
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則宣言は、国連憲章第 2 条 4 項の禁止に含まれる武力行使（use of force）
の一類型として「軍事占領」を挙げている。また、ICJ も「コンゴ領にお
ける軍事活動」事件本案判決（コンゴ対ウガンダ）において、ウガンダに
よるコンゴ領の占領を、他の軍事活動と並んで、武力不行使原則違反と認
定している
（18）
。
　その上で、友好関係原則宣言は、第 2 条 4 項の武力行使禁止の例外とし
て「憲章に基づく安全保障理事会の権限」を挙げている。安保理決議1483
は、国連憲章第 2 条 4 項の定める武力行使禁止の例外として、CPA によ
る占領および占領下における国家再建を認め、それを規律している点で、
jus ad bellum としての規範的性格を有しているということができるので
ある。
　このように考えると、国家再建を要請する安保理決議という jus ad 
bellum が、jus in bello の占領法規との関係で、どのような機能を果たし
ているかが問題となる。従来、jus ad bellum の機能は、jus in bello にお
ける敵対行為との関係で検討されてきた
（19）
。これに対し、敵対行為終了後の
占領下における jus ad bellum の機能については、これまで明らかにされ
てこなかったように思われる。加えて、jus in bello との関係で考察され
る jus ad bellum は、これまで主として自衛権を対象としてきた
（20）
。そこで
本稿は、安保理決議1483に基づき国連集団安全保障として CPA により実
施されたイラク占領を対象として、敵対行為の終了後の占領下において国
家再建を要請する安保理決議という jus ad bellum と jus in bello の占領法
規との関係について検討した後（Ⅱ）、安保理決議による国家再建の規律
について考察することによって（Ⅲ）、国家再建において安保理決議の果
たす特別の機能を明らかにする。
（18）　I.C.J. Reports 2005, p. 280, para. 345 （1）.
（19）　Greenwood, supra note 16, pp. 221─234.
（20）　Christopher Greenwood, “Self─Defence and the Conduct of International 
Armed Conflict,” in Yoram Dinstein （ed.）, International Law at a Time of 
Perplexity （1989）, pp. 273─288.
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Ⅱ　安保理決議による国家再建の要請
─安保理決議という jus ad bellum と jus in bello の 
占領法規との関係─
　イラクの国内法改変や統治制度改革といった国家再建を実施する CPA
の権限の法的根拠は、安保理決議1483第 4 項に求められると考えられる
（21）
。
同決議は前文で CPA に対し「占領国としての関係国際法の下での……特
定の権限（specific authorities）」を認めているが、この「特定の権限」は
第 4 項において具体化されている。同項は次のように定める。
「当局〔CPA〕に対して、国際連合憲章その他の関連国際法に従い、領土の
実効的な統治を通じて、とくに安全かつ安定した状態の回復およびイラク国
民が自らの政治的将来を自由に決定できる状態の創出を含む、イラク国民の
福祉を促進することを要請する。」
この第 4 項は、第 5 項との対比において、jus ad bellum としての性格を
有していると考えることができる
（22）
。第 5 項は「すべての関係者に対して、
とくに1949年のジュネーヴ諸条約および1907年のハーグ陸戦規則を含む国
際法上の義務を完全に遵守するよう」要請している。第 5 項は、イラクに
おける CPA の活動が、軍事占領として、jus in bello の適用を受けること
を示している。
１．jus in bello の占領法規の例外としての国内法改変
　被占領国の国内法の現状維持・保全義務を定めるハーグ陸戦規則第43条
（21）　Scheffer, supra note 14, pp. 844─845.
（22）　新井京「体制占領変更における占領法規適用の意義と限界─ jus ad bellum と
jus in bello の関係に関する一考察─」『国際安全保障』第37巻 3 号（2009年） 1 ─
2 、 8 ─ 9 頁。Carsten Stahn, “Enforcement of the Collective Will after Iraq,” 
American Journal of International Law, Vol. 97 （2003）, p. 823.
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は、次のように定める。
「国ノ権力カ事実上占領者ノ手ニ移リタル上ハ、占領者ハ、絶対的ノ支障ナ
キ限、占領地ノ現行法律ヲ尊重シテ、成ルヘク公共ノ秩序及生活ヲ回復確保
スル為施シ得ヘキ一切ノ手段ヲ尽クスヘシ。」
同条は、被占領国の国内法の現状維持・保全義務の例外として、占領国が
国内法を改変できる条件として「絶対的ノ支障」を定める。この文言は、
同規則を起草した1899年第 1 回ハーグ平和会議において、潜在的に被占領
国となる可能性のあった軍事小国が占領国による国内法改変の権限を制限
するために提案された文言であった
（23）
。「絶対的ノ支障」の意味についてオ
ッペンハイムは「軍隊の安全と戦争目的のために、占領者は絶対的権限を
与えられているものの、占領者は当該領域の主権者ではないため、それ以
外の目的で法の変更を行う権限を有していない。それどころか、占領者
（23）　James Brown Scott, The Proceedings of the Hague Peace Conferences: 
Translation of the Official Texts: The Conference of 1899, Vol. 1 （1920）, pp. 534─
543. ハーグ陸戦規則を起草した1899年第 1 回ハーグ平和会議は、宣言にとどまった
ブリュッセル宣言を改訂し、条約の形式で採択する目的をもって開催された。Jörg 
Manfred Mössner, “Hague Peace Conferences of 1899 and 1907,” in Bernhardt 
（ed.）, supra note 9, Vol. 2 （1995）, p. 674. 江藤淳一「ハーグ平和会議」国際法学会
編『前掲書』（注 2 ）711頁。ハーグ陸戦規則第43条の前身であったブリュッセル宣
言第 3 条は「……占領者ハ平時ニ於テ其ノ国土ニ有効ナリシ法令ヲ保存スヘク、必
要アルノ外（unless necessary）之ヲ改更シ中止シ廃弛スベカラズ」と定めていた。
第 1 回ハーグ平和会議の第 2 委員会において、オーストリア、スウェーデン、ノル
ウェーの代表者は占領国による広範な法律の変更を認めるブリュッセル宣言第 3 条
の文言を維持する主張を行った。これに対し、ベルギー代表がそれに反発した。会
議では、この対立に終止符を打つべくいくつもの提案がなされたがいずれも採択さ
れ ず、 最 終 的 に フ ラ ン ス 代 表 が 提 案 し た「絶 対 的 ノ 支 障 ナ キ 限 リ（unless 
absolutely prevented）」という文言が採択され、現在のハーグ陸戦規則第43条が成
立している。Scott, ibid., pp. 557─558. このような起草過程からは、「絶対的ノ支障
ナキ限」という文言は、敵対行為を規律する jus in bello が定める「軍事上ノ必要
ノ許ス限」（軍事的必要性）よりも限定的な意味であることとなる。軍事的必要性
の概念については、尋木真也「武力紛争法における軍事的必要性の機能」『早稲田
法学会誌』第63巻 2 号（2013年）165─209頁。
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は、既存の法……に従って領域を統治する義務がある」と述べ
（24）
、「絶対的
ノ支障」を占領国の安全に対する支障と解する。しかし、その文言の意味
は、占領国の安全に限定されるわけではない。ハーグ陸戦規則第43条後段
は、公共の秩序及び生活の回復確保という目的のために、占領国が一切の
手段をとる義務を定めている。この目的からは、被占領国の文民保護に関
する支障がある場合にも、占領国は国内法改変の権限を有すると解され
る
（25）
。したがって、例外的に占領国による国内法改変を認める「絶対的ノ支
障」は、占領国の安全または被占領国の文民保護に対する支障を意味す
る。ただし、上記のハーグ陸戦規則第43条の起草過程からは、同条の定め
る「絶対的ノ支障」は、制限的に解釈されなければならないこととなる。
　同様の義務を承継した文民保護条約第64条は、次のような但書におい
て、ハーグ陸戦規則第43条の定める「絶対的ノ支障」を具体化している
（26）
。
「もつとも、占領国は、占領地域の住民をして、自国がこの条約に基づく義
務を履行し、当該地域の秩序ある政治を維持し、且つ、占領国の安全……を
確保することができるようにするため必要な規定に従わせることができる。」
したがって、被占領国の文民を保護する場合または占領国の安全を確保す
る場合には、占領国は、被占領国の国内法を改変できると解される
（27）
。ただ
し、これらの要件のうち、被占領国の文民保護の条件については、文民保
護条約第47条が「占領地域にある被保護者は、いかなる場合にも及びいか
なる形においても、占領の結果その地域の制度若しくは政治にもたらされ
（24）　Lassa Oppenheim （Hersch Lauterpacht, ed.）, International Law: A Treatise, 
Vol. 2, 7th ed. （1952）, p. 437.
（25）　Eumund H. Schwenk, “Legislative Power of the Military Occupant under 
Article. 43, Hague Regulations,” Yale Law Journal, Vol. 54 （1945）, p. 400; Theodor 
Meron, “Applicability of Multilateral Conventions to Occupied Territories,” 
American Journal of International Law, Vol. 72 （1987）, p. 548.
（26）　Eyal Benvenisti, “Occupation, Belligerent,” in Wolfrum （ed.）, supra note 8, 
Vol. 7, p. 926, para. 27.
（27）　Sassoli, supra note 11, p. 113.
92　　早法90巻 4 号（2015）
る変更……によつてこの条約の利益を奪われることはない」ことを重ねて
規定している。したがって、被占領国の文民保護に対する支障は、とりわ
け制限的に解釈されなければならないこととなる
（28）
。
　しかし、イラク占領において CPA の実施した国内法改変・統治制度改
革は、jus in bello の占領法規において例外的に占領国に認められる国内
法改変の要件を満たしていない。占領国の安全に対して絶対的支障となる
具体的行為は、被占領国の文民による怠業（sabotage）、武器の所持、敵対
的組織の結社、占領国の敵国との接触などの行為であるとされる
（29）
。このよ
うな支障がある場合、占領国は、一般に、所持品の検問、武器売買の禁
止、夜間外出禁止、放送中断、表現物の検閲等に関する法令を発し、被占
領国の憲法等によって保障されている集会・結社の自由、移動の自由、表
現の自由、所有権などを停止している
（30）
。また、被占領国の文民保護に対す
る支障により占領国が一般に実施する措置は、占領国における経済の崩壊
を防止するための金融法の改変、食料品価格の高騰を防止するための食料
配給制度の導入などの措置であるとされる
（31）
。
　これに対し、イラク占領において CPA が具体的に実施した国内法改
変・統治制度改革は、旧フセイン政権下でイラクを支配してきたバース党
の解体
（32）
、国防省をはじめとした軍事機関の解体
（33）
等多岐にわたっている。
CPA によるこれらの措置は、占領下において現実に直面する占領国の安
（28）　Pictet （ed.）, supra note 6, p. 273.
（29）　Yoram Dinstein, “The International Law of Belligerent Occupation and 
Human Rights,” Israel Yearbook on Human Rights, Vol. 8 （1978）, p. 112.
（30）　Ibid., p. 113.
（31）　Leslie C. Green, The Contemporary Law of Armed Conflict, 2nd edition 
（2000）, p. 259.
（32）　Coalition Provisional Authority Order Number 1, De─Ba`athification of Iraqi 
Society, 16 May 2003, at http://www.iraqcoalition.org/regulations/20030516_
CPAORD_1_De─Ba_athification_of_Iraqi_Society_.pdf
（33）　Coalition Provisional Authority Order Number 2, Dissolution of Entities, 23 
August 2003, at http://www.iraqcoalition.org/regulations/20030823_CPAORD_2_
Dissolution_of_Entities_with_Annex_A.pdf
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全に対する支障や被占領国の文民保護に対する支障に向けられたものでは
ない
（34）
。
　また、そもそも jus in bello の占領法規は、占領が時限的（temporary）
な性質であることを前提としている
（35）
。伝統的国際法において、占領は、平
和条約の締結や征服により領域主権が戦勝国に移転するか、または被占領
国の領域主権が回復されるまでの間の暫定的性質を有するものであった
（36）
。
したがって jus in bello の占領法規は、占領の終了後も永続的効力を有す
ることを目的として、占領国が国内法改変や統治制度改革を行うことをそ
もそも想定していない
（37）
。したがって、イラク占領において CPA が実施し
た具体的措置は、jus in bello の占領法規の例外として正当化できるもの
ではない
（38）
。
（34）　Kaiyan Homi Kaikobad, “Problems of Belligerent Occupation: The Scope of 
Powers exercised by the Coalition Provisional Authority in Iraq, April/May 2003─
June 2004,” International and Comparative Law Quarterly, Vol. 54 （2005）, pp. 259
─260.
（35）　Daniel Thürer and Malcolm MacLaren, ““Ius Post Bellum” in Iraq: A 
Challenge to the Applicability and Relevance of International Humanitarian 
Law?” in Klaus Dicke （ed.）, Weltinnenrecht: Liber amicorum Jost Delbrück 
（2005）, p. 764.
（36）　Eyal Benvenisti, “The Origins of Concept of Belligerent Occupation,” Law 
and History Review, Vol. 26 No. 3 （2008）, p. 634.
（37）　Yoram Dinstein, Legislation under Article 43 of the Hague Regulations: 
Belligerent Occupation and Peacebuilding, Harvard University, Program on 
Humanitarian Policy and Conflict Research, Occasional Paper Series, Number 1 
（2004）, p. 1. このような被占領国の国内法や統治制度を根本的に変革する占領は
「体制変更占領（transformative occupation）」と呼ばれているが、体制変更占領は
jus in bello の占領法規と適合するものではないとして、新たな立法の必要性を主
張するものもある。Scheffer, supra note 14, p. 842.
（38）　新井京「イラクにおける占領法規の適用について─占領法規の現代的意義─」
『同志社法学』第58巻 2 号（2006年）470頁。Adam Roberts, “Transformative Military 
Occupation: Applying the Laws of War and Human Rights,” American Journal of 
International Law, Vol. 54 （2006）, pp. 614─615.
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2 ．国家再建の法的根拠としての jus ad bellum
　2003年のイラク占領において CPA の実施した措置が jus in bello の占
領法規の例外として認められる国内法改変であったとすれば、その法的根
拠は、jus in bello について定める安保理決議1483第 5 項に求めることが
できる。しかし、その措置は、jus in bello の占領法規の例外として正当
化できるものではなかった。したがって、CPA による国内法改変や統治
制度改革の権限は、同決議第 5 項ではなく、第 4 項に基づいて与えられて
いると考えられる。
　安保理決議1483は、前文で「イラクの状況が、依然として国際の平和と
安全に対する脅威を構成し続けていることを決定」している。米英は、イ
ラク占領を実施するにあたり安保理議長に提出した書簡において「イラク
諸制度がイラク人民または国際の平和及び安全に対する脅威を晒さないよ
う、当該諸制度の……改革または再編を行う」と述べ、イラク占領におけ
る CPA の方針を示している
（39）
。このような決議採択時の事情を考慮する
と
（40）
、安保理決議1483第 4 項が CPA に要請した「安全かつ安定した状態の
回復およびイラク国民が自らの政治的将来を自由に決定できる状態の創
出」という措置は、前文で認定された「国際の平和及び安全に対する脅
威」の除去に向けられていると解される。
　その上で、同決議は、第 3 項および第10項において、「国際の平和と安
全に対する脅威」を構成する具体的な要素として、大規模人権侵害を容認
したイラク国内制度や大量破壊兵器の保有といったフセイン政権を支えて
（39）　Letter dated 8 May 2003 from the Permanent Representatives of the United 
Kingdom of Great Britain and Northern Ireland and the United States of America 
to the United Nations addressed to the President of the Security Council, U. N. 
Doc. S/2003/538.
（40）　安保理決議の解釈においては、決議の審議過程および決議の採択の際の事情に
重点をおく「同時代的解釈」が行われている。I.C.J. Reports 2009, p. 243, para. 66. 
この点に関しては、拙稿「国連集団安全保障に関する国際組織法の規範形成─国連
憲章第 7 章の下における軍事的措置の容認を中心に─」江藤編『前掲書』（注 6 ）
934頁。
紛争後の国家再建における安保理決議の
機能と占領法規との関係（広見）　　95
きた国家要素を特定している。
　第 3 項は、フセイン政府による過去の人権侵害に対して責任を有する政
府高官に対してセーフヘイブンを否定する条項である。同項は、国外逃亡
したフセイン政府高官による亡命政府の形成を妨げることを目的としてい
る
（41）
。したがって、新たなイラク政府の建設において、安保理が関連決議に
おいて過去に繰り返し批難してきた大規模人権侵害に責任を有する政府高
官を排除することが、イラクの国家再建における決定的要素となっている。
　また、制裁の解除について定める第10項によると、解除される制裁は、
2003年のイラク開戦より以前に遡って、湾岸戦争勃発以降にイラクに課さ
れた制裁を含んでいる。第10項が言及する「決議661及び決議778を含む後
の関連決議」は、イラクによる大量破壊兵器の保有を「国際の平和と安全
に対する脅威」と定めたものである。したがって、制裁を解除する決定
は、過去の制裁の原因となった大量破壊兵器の保有という「国際の平和と
安全に対する脅威」を除去するためにイラクの国家再建が実施されること
を示している
（42）
。
　決議1483を採択した安保理会合において、米国代表は、制裁解除後のイ
ラクが「1990年から始まるフセインによる侵略の被害を被ったクウェート
その他諸国に対してその義務を果たすこと、前政権による人権法および人
道法の深刻な違反に対する責任を扱うこと」を明らかにしている
（43）
。決議
1483第 3 項や第10項との関連において第 4 項を解釈すると、CPA に与え
られた国内法改変や統治制度改革の権限は、過去の一連の安保理決議によ
って課された強制措置の原因、すなわち、「国際の平和と安全に対する脅
威」を構成していたフセイン政権を支えてきた国家要素を除去するという
jus ad bellum の目的を実施する措置である、と考えることができる。
（41）　Thomas D. Grant, “The Security Council and Iraq: An Incremental Practice,” 
American Journal of International Law, Vol. 97 （2003）, p. 828.
（42）　Ibid., p. 827.
（43）　U. N. Doc. S/PV.4761, p. 3.
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　安保理決議1483第 4 項が jus ad bellum としての性質を有することは、
安保理の事後の決議において明らかになっている。決議1483の約半年後に
採択された決議1511は、前文において「決議1483……を含む同理事会のイ
ラクに関する従前の決議を再確認」した後、「国連憲章第 7 章の下に行動
し」、第13項において「統合された司令部〔CPA〕の下の多国籍軍に対し
て……イラクにおける安全と安定の維持に貢献するため……あらゆる必要
な措置をとることを容認（authorizes）」している
（44）
。安保理決議1483が
CPA に対し国家再建を明示的に「容認（authorize）」せず、第 4 項を曖昧
にとどめた背景には、明示的に「容認」という文言を用いることによって
安保理が米英によるイラク開戦の合法性を遡及的・事後的に承認したと捉
えられることへの危惧
（45）
が存在していた
（46）
。しかし、国家再建の法的根拠が不
明確にとどめられたことによって生じた jus in bello の占領法規違反とい
う懸念が高まったことにより、安保理は、事後に「容認」という文言を明
示し、CPA に与えられた国家再建の権限が jus ad bellum に法的根拠を
有することを示したのである
（47）
。
（44）　U. N. Doc. S/RES/1511 （2003）.
（45）　このような危惧は、既に1999年の NATO によるユーゴ空爆において認識され
ていた。同年 3 月から 6 月の NATO による空爆は、ユーゴによる武力攻撃が発生
しておらず、安保理による容認決議の採択なしに実施されたことから、武力紛争の
発生段階に関する jus ad bellum 違反と一般に評価されている。Antonio Cassese, 
“Ex inuria ius oritur: Are We Moving towards International Legitimation of 
Forcible Humanitarian Countermeasures in the World Community?” European 
Journal of International Law, Vol. 10 No. 1 （1999）, p. 24. しかし、その後、安保理
は、同年 6 月10日、決議1244を採択し、NATO が指揮するコソヴォ治安維持部隊
（KFOR）に対しコソヴォ自治州における駐留および暫定行政を行うことを容認
（authorize）している。当時、同決議の採択によって、安保理は、NATO の空爆
によって作り上げられた状態を追認し、NATO によるユーゴ空爆を事後的に合法
化したとの主張がなされた。Alan Pellet, “Brief Remarks on the Unilateral Use of 
Force,” European Journal of International Law, Vol. 11 No. 2 （2000）, p. 389.
（46）　Marten Zwanenburg, “Existentialism in Iraq: Security Council 1483 and the 
Law of Occupation,” International Review of the Red Cross, Vol. 86 No. 856 
（2004）, p. 767.
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3 ．第二次世界大戦後の日独の占領管理との異同
　敵対行為の終了後の占領下において国家再建が実施された点において、
第二次世界大戦後の日独の占領管理は、2003年のイラク占領と類似してい
る。第二次世界大戦後の連合国による日独の占領・管理は、戦争法におい
て占領国に認められる権限をはるかに超え、被占領国の国内法整備、社会
制度改革、経済再建を実施した。このような占領管理は「降伏後の占領
（post─surrender occupation）」と称され
（48）
、jus in bello の占領法規の定める占
領国の義務との関係で問題とされた
（49）
。
　1941年12月 8 日、日本の真珠湾攻撃に始まった太平洋戦争は、1945年 8
月14日、日本が連合国のポツダム宣言を受諾し、同年 9 月 2 日、降伏文書
に調印することによって幕を閉じている。他方、ドイツは、1945年 4 月30
日の総統ヒトラーの自害後、政府要人は国外逃亡を図り、大統領に指名さ
れた海軍総司令官デーニッツも連合国に拘束された結果、ドイツが無政府
状態となり、敵対行為が全般的に終了した中で連合国による占領管理が開
始されている
（50）
。
　ドイツと日本との違いは、被占領国の政府が敵対行為の終了後の占領下
（47）　Ibid., p. 768. 河野桂子「国際法とイラク復興支援活動」『上智法学論集』第57
巻 4 号（2014）226─227頁。決議1511採択後の安保理理事国の発言は、このことを
裏付けている。U. N. Doc. S/PV. 4844, p. 10.
（48）　Adam Roberts, “What is a military Occupation?” British Year Book of 
International Law, Vol. 55 （1984）, pp. 267─271.
（49）　Schwenk, supra note 25, pp. 393─416; Dinstein, supra note 3, pp. 108─131.
（50）　欧州戦線においてドイツの共同交戦国が存在しなくなったことから、ドイツと
の戦争は征服の法理によって終結したとする見解も存在する。Hans Kelsen, “The 
International Legal Status of Germany to be Established Immediately upon 
Termination of the War,” American Journal of International Law, Vol. 38 （1944）, 
pp. 689─694; Curtis C. Shears, “Some Legal Implications of Unconditional 
Surrender,” Proceedings of American Society of International Law, Vol. 39 （1945）, 
pp. 44─52; Josef L. Kunz, “Ending the War with Germany,” American Journal of 
International Law, Vol. 46 （1952）, pp. 114─119; Quincy Wright, “The Status of 
Germany and the Peace Proclamation,” American Journal of International Law, 
Vol. 46 （1952）, pp. 299─308.
98　　早法90巻 4 号（2015）
において存続していたか否かに求められる
（51）
。周知の通り、日本の占領管理
において、連合国軍最高司令官総司令部（GHQ）は日本を「直接統治」
せず、既存の日本政府を通じた「間接統治」方式を採用した。このように
被占領国の政府が存続する場合、敵対行為の終了後の占領において、占領
国は、被占領国政府との合意（特別法
（52）
）によって一般法たる jus in bello の
占領法規の制限から逸脱することができる
（53）
。第二次世界大戦後の日本の占
領管理は、ポツダム宣言という連合国と日本との合意に基づいて実施され
ている
（54）
。ポツダム宣言第 6 項および第 7 項は、連合軍による日本占領の方
針について次のように定めている。
「 6 ．吾等は、無責任なる軍国主義が世界より駆逐せらるるに至る迄は、平
和、安全及正義の新秩序が生じ得ざることを主張するものなるを以て、日本
国国民を欺瞞し、之をして世界征服の挙に出づるの過誤を犯さしめたる者の
権力及勢力は、永久に除去せられざるべからず。
7 ．右の如き新秩序が建設せられ、且日本国の戦争遂行能力が破砕せられた
ることの確証あるに至る迄は、聯合国の指定すべき日本国領域内の諸地点
は、吾等の茲に指示する基本的目的の達成を確保する為占領せらるべし。」
しかるに連合国が日本の占領・管理において実施した憲法改正、公職追
放、財閥解体、農地改革などの政治・経済・社会制度の改革は、連合国の
要求したポツダム宣言の日本による受諾という合意に基づき、jus in bello
の占領法規の制限から逸脱したものと考えられる
（55）
。被占領国の政府が存続
（51）　安藤仁介「日本の敗戦および連合国の占領と国際法─とくに占領の性格と占領
政策をめぐる法的な諸問題について─」『国際問題』第147号（1972年 6 月）19頁。
（52）　特別法優先原則については、皆川誠「条約法における特別法優先原則の位置」
『早稲田法学』第81巻 4 号（2006年）381─410頁。
（53）　Michael Bothe, “Occupation after Armistice,” in Bernherdt （ed.）, supta note 
8, Vol. 3 （1997）, pp. 761─763.
（54）　Nisuke Ando, Surrender, Occupation, and Private Property in International 
Law: An Evaluation of US Practice in Japan （1991）, pp. 93─95.
（55）　高野雄一「第二次大戰の占領・管理─日本の場合を中心として─」國際法學會
編『國際法講座』第 3 巻（有斐閣、1953年）232頁。田岡良一「終戦後ノ日本ノ法
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し、jus in bello の占領法規からの逸脱の法的根拠が占領国と被占領国と
の合意に求められる点で、第二次世界大戦後の日本の占領管理と2003年の
イラク占領とは性質を異にしている。
　これに対し、第二次世界大戦後のドイツは、被占領国の政府が存在しな
い状態において占領国が被占領国の国内法整備、社会制度改革、経済再建
等の国家再建を実施した点において2003年のイラク占領と類似している。
しかし、その正当化根拠をめぐっては、両者の間に相違が存在している。
jus ad bellum（武力行使禁止原則）が十分に確立していなかった第二次世
界大戦のドイツの占領管理において、連合国は、フォーシーユの学説に倣
い
（56）
、ナチス政権を支えた国内法制度が占領国の安全に対する脅威を構成す
ると主張し、jus in bello の占領法規の例外として占領国による国内法改
変・統治制度改革を認める「占領国の安全」という要件を拡大解釈して、
当該措置を正当化した
（57）
。また、ロータパクトは「ハーグ陸戦規則の起草者
達は、独裁体制を想定していなかった」ことに留意し、「被占領国の法律
が正義や法の支配の基本概念に反したり、それらを揺るがすものであるよ
うな極端な事例においては、占領国はそれを破棄する権限を有しているも
のと考えなければならない」と述べ、jus in bello の占領法規を拡大解釈
して、連合国の措置を正当化している
（58）
。
　しかしながら、これらの jus in bello の占領法規の拡大解釈は、立法論
（lex ferenda）としての意義を持ちえたとしても、解釈論（lex lata）の範疇
に収まるものではない。1949年の文民保護条約の起草過程において、ドイ
ツの占領管理の事例は起草者によって認識されていたにもかかわらず
（59）
、起
的地位」江藤淳編『終戦を問い直す 終戦史録別巻』（北洋社、1980年）174─179頁。
なお、後者は、1946年頃、外務省条約局第二課に提出された意見書である。
（56）　Paul Fauchille, Traité de droit international public （1921）, p. 228
（57）　Sassoli, supra note 11, p. 671.
（58）　Oppenheim （Lauterpacht, ed.）, supra note 24, p. 446. 
（59）　Pictet （ed.）, supra note 6, p. 273. 日独の占領管理の事例は、占領法規の適用
終了について定める文民保護条約第 6 条の審議においても議論されている。Ibid., 
p. 64.
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草者は、jus in bello の占領法規の例外として国内法改変・統治制度改革
が認められる条件を定めた同条約第64条において、1907年のハーグ陸戦規
則第43条の要件を継承したのである。
　ただし、日本の占領管理の法的根拠となったポツダム宣言第 6 項およ
び第 7 項やドイツの占領管理を正当化しようとしたフォーシーユやロータ
パクトの論理が、侵略を行った被占領国の侵略的・軍国主義的な国家要素
の除去に向けられていたことは、2003年のイラク占領との関係で注目に値
する。国連憲章の成立以前の戦争においては、占領国が侵略を行った国の
体制変更を正当化する論理は、jus in bello の占領法規の拡大解釈に求め
られていたが、その正当化の内容は、現代国際法でいうところの jus ad 
bellum を示唆するものであったのである
（60）
。この点、2003年のイラク占領
において、安保理は、国家再建を要請する安保理決議を jus ad bellum と
性格付けることによって、第二次世界大戦後のドイツの占領管理における
jus in bello の占領法規の解釈問題を克服しようとしたのである。
4 ．国家再建を要請する jus ad bellum と jus in bello の占領法規との
関係
　伝統的な jus in bello の占領法規は、戦争が違法化されていなかった
1907年に採択されたハーグ陸戦規則の内容を中心に構成されている。戦争
違法化以前の時代においては、戦争の開始原因を問わず、jus in bello が
対等な主権国家としての交戦国に平等に適用された結果、占領国は、たと
え違法な相手国であっても、その国内法や統治制度を尊重する義務を負っ
たのである
（61）
。jus in bello の占領規則は（戦争と同様に
（62）
）占領自体の合違法
（60）　ジェニングスは、ハーグ陸戦規則の諸規定は、ドイツの占領管理の目的と関
係せず、そぐわないとの見解をとっている。他方で、ジェニングスは、ドイツの占
領管理の法的根拠を専ら征服の法理に基づく jus in bello の占領法規の適用終了に
求めている。Robert Jennings, “Government in Commission,” British Year Book of 
International Law, Vol. 23 （1946）, pp. 135─136.
（61）　Martti Koskenniemi, “Occupation and Sovereignty ─ Still a Useful Distinction?” 
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性の問題に関与せず、占領下における占領国の行為についてのみ規律を及
ぼすものである。いみじくもグリーンウッドが指摘したように「占領は、
戦争自体と同様に、国際法〔jus in bello〕によって認識される事実であっ
て、それが創設する制度ではない」のである
（63）
。
　これに対し、jus ad bellum は、占領下における占領国の行為だけでな
く占領それ自体の合違法性についても規律を及ぼしている
（64）
。国連集団安全
保障体制が確立され、安保理が実効的に機能するようになった現代では、
「国際の平和と安全に対する脅威」を構成する政府を支えてきた国内法や
統治制度は、jus ad bellum の観点からは、是正・矯正する必要が生じる
こととなる。コスケニエミは「主権は独裁政権を保護する盾（shield）と
はならない」と述べ、「そのような政権が安全保障……を危険に晒すとき
は、主権を尊重する理由はないであろう」と指摘した上で、そのような国
際問題に実効的に対処することを可能とするためには形式的な主権のヴェ
ールをはぐ必要があることを強調する
（65）
。
　安保理決議1483は、本来であれば憲章第 2 条 4 項によって「武力行使」
として禁止される占領を CPA に対して認め
（66）
、（敵対行為の終了後の）国家
再建において「国際の平和と安全に対する脅威」を構成する国家要素を除
去することを jus ad bellum として要請したのである
（67）
。このように考える
in Ola Engdahl and Pal Wrange （eds.）, Law at War ─ The Law as it was and the 
law as it Should Be （2008）, p. 167; Dinstein, supra note 3, p. 3.
（62）　オッペンハイムの指摘するように「戦争は国際法によって認識される事実で
あって、それによって創設されるものではない。」Oppenheim （Lauterpacht, ed.）, 
supra note 24, p. 202.
（63）　Christopher Greenwood, “The Administration of Occupied Territory in 
International Law,” in Emma Playfair （ed.）, International Law and the 
Administration of Occupied Territories （1992）, p. 250.
（64）　Eyal Benvenisti, The International Law of Occupation, 2nd ed. （2011）, pp. 16─
17.
（65）　Koskenniemi, supra note 61, p. 169.
（66）　Eyal Benvenisti, “Water Conflicts during the Occupation of Iraq,” American 
Journal of International Law, Vol. 97 （2003）, pp. 861─862.
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と、グリーンウッドの指摘するように、現代国際法における jus ad bellum
は、武力紛争の開始時だけでなく、その後の段階（敵対行為の終了後の占
領）においても継続して適用され、紛争当事者の行為を規律することとなる
（68）
。
　「パレスチナ占領地域における壁建設の法的効果」事件は、敵対行為終
了後の占領と占領下における占領国の措置が jus ad bellum との関係で問
題となることを示した事例である。ICJ が指摘するように、本件において
「1967年の〔ヨルダン川〕西岸の占領に至った軍事活動は、はるか以前に
終了している
（69）
」。そのため ICJ は、敵対行為に関する jus in bello 規則を適
用せず、占領に関する jus in bello 規則のみをイスラエルに適用している。
そして ICJ は、イスラエルがパレスチナ占領地域において実施した壁建
設という措置が適用可能な国際人道法（占領に関する jus in bello 規則）の
違反を構成することを認定している
（70）
。
　その上で ICJ は、イスラエルの主張した「壁建設は国連憲章第51条の自
衛の固有の権利および安保理決議1368並びに1373に合致する〔措置であ
る〕」との抗弁が国際人道法違反の正当化事由を構成するかどうか検討し
ている
（71）
。最終的に、ICJ は、イスラエルの主張する攻撃が外国に帰属可能
なものではないとして自衛の抗弁を棄却するとともに、安保理決議1368及
び1373については決議の内容と本件の事情が異なることを理由にイスラエ
ルの抗弁を棄却している。しかし、この論理構成は、jus in bello の占領
（67）　ただし、安保理決議1483は、敵対行為の終了後の占領についてのみ特別な法枠
組を設定するものである。したがって、同決議は2003年 5 月22日以後の米英を中心
とする CPA の国家再建の権限を認める一方、2003年 3 月20日の米英によるイラク
開戦まで遡って当該武力行使を事後的に合法化するものではない。
（68）　Christopher Greenwood, “The Effects of the United Nations Charter on the 
Law of Naval Warfare”, Wolff Heintschel von Heinegg （ed.）, Visits, Search, 
Diversion and Capture: The Effect of the United Nations Charter on the Law of 
Naval Warfare （Universitätsverlag Brockmeyer, 1995）, pp. 173─175.
（69）　I.C.J. Reports 2004, p. 185, para. 125.
（70）　Ibid., pp. 193─194, para. 137.
（71）　Ibid., p. 194, paras. 138─139.
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法規に違反する占領国の措置が jus ad bellum において正当化されうるこ
とを示唆している。
　また、イスラエルによる壁建設という措置は、相手方紛争当事者に対し
て直接武力を行使するものではなかった。しかしながら、イスラエルは、
自衛を援用し、当該措置を jus ad bellum 上の問題として捉えている。紛
争当事者による主張があったとはいえ、ICJ がイスラエルによる壁構築と
いう措置について自衛の問題に踏み込んで検討した点は注目される。一般
に占領および占領下における占領国の措置は、敵対行為と異なり、相手方
紛争当事者の軍隊の要員および装備を直接に攻撃するものではない
（72）
。しか
し、占領下における措置の実効性は占領軍の軍事力によって担保されてお
り、武力による強制の要素を含んでいる
（73）
。そのため、占領を「武力行使
（use of force）」の一類型と解し、jus ad bellum の問題として構成すること
ができると考えられる
（74）
。
　国家再建を要請する安保理決議1483第 4 項を jus ad bellum と捉え、同
決議の設定する jus ad bellum を敵対行為終了後の占領の局面に当てはめ
ると、国家再建を要請する安保理決議という jus ad bellum と jus in bello
の占領法規との関係が明らかになる。イラクの国家再建の文脈において
（72）　Yves Sandoz, Christophe Swinarski and Bruno Zimmermann （eds.）, Commentary 
on the Additional Protocols of 8  June 1977 to the Geneva Conventions of 12 August 
1949 （1987）, p. 516, para. 1679.  jus in bello 上、「敵対行為（hostilities）」と「軍事
行動（military operations）」という用語は区別して用いられている。「敵対行為」
が上述の意味で用いられるのに対し、「軍事行動」は「戦闘の目的で軍隊によって
行なわれるあらゆる種類の活動、作戦及び行動を意味」し、敵対行為と占領の両方
を含む用語として用いられる。Ibid., p. 67, para. 152. 
（73）　Dinstein, supra note 3, pp. 35, 56.
（74）　コルブによると、「武力行使」という用語は jus ad bellum において、「軍事行
動」や「敵対行為」という用語は jus in bello において用いられる用語であるが、
戦争違法化以前の時代には、これらの用語は厳密に区別されることなく同一の行為
を指す表現として用いられていた、という。Robert Kolb, “Origin of the Twin 
Terms Jus ad bellum/Jus in bello,” International Review of the Red Cross, No. 320 
（1997）, pp. 553─562.
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は、安保理決議1483により特別に設定された jus ad bellum の要請によっ
て、jus in bello の占領法規からの逸脱が認められるものと考えられる
（75）
。
国家再建の実行と矛盾する、被占領国の国内法や統治制度の現状維持・保
全義務を定める jus in bello の占領法規は、国家再建を要請する安保理決
議という jus ad bellum を根拠として逸脱が認められるのである
（76）
。このよ
うな理解は、実際に当事国によっても示されている。イラク占領時に英国
外務省の法律顧問であったウッドは、次のような法的見解を示している。
「安保理決議1483は……ハーグ陸戦規則や文民保護条約の下で認められた活
動を超えて、イラクの制度改革および再建のための活動を引き受けることを
占領国に容認している（authorized）。……国連憲章第 7 章に基づく権限を行
使するにあたって、安保理は、占領国が一般国際法の下で有している以上の
広範な権利および責任を占領国に付与することができる。安保理は、もし安
保理決議がなければハーグ陸戦規則や文民保護条約に違反する行為を占領国
に対して認め、もしくは要請すらすることができるのである
（77）
。」
Ⅲ　安保理決議による国家再建の規律
1 ．国家再建における自決原則の制限
　以上のように、安保理決議という jus ad bellum を根拠として jus in 
（75）　Zwanenburg, supra note 46, pp. 767─768. 新井「前掲論文」（注38）472頁。も
っとも、jus in bello の占領法規は、占領国による立法権限のみを規律しているわ
けではなく、行政権限や司法権限についても規律を及ぼすものである。したがっ
て、jus in bello の占領法規のすべてが安保理決議によって逸脱されるわけではな
く、安保理決議の定める占領国の権限と抵触する jus in bello の占領法規に限り逸
脱が認められることとなる。
（76）　Rotem Giladi, “The Jus Ad Bellum/Jus In Bello Distinction and the Law of 
Occupation,” Israel Law Review, Vol. 41 Nos. 1 & 2 （2008）, p. 293.
（77）　Michael Wood, The Rights and Responsibilities of Occupying Powers, Second 
Statement at Iraq Inquiry, at http://www.iraqinquiry.org.uk/media/44055/wood─
statement─occupying─powers.pdf, pp. 3─4, para. 11, 14.
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bello の占領法規からの逸脱が認められるとしても、それにより占領国に
無制限の国家再建の権限が認められるわけではない。そのため、安保理決
議が、jus in bello の占領法規に代わって、国家再建に関する権限をどの
ように規律しているかが問題となる。
　イラク占領下において英国軍によって抑留されたイラク系英国人が欧州
人権条約第 5 条の定める「身体の自由及び安全に対する権利」の英国によ
る違反を訴えたアル・ジェダ事件において、英国政府は次のような抗弁を
行っている。
「2003年 5 月22日から〔CPA による占領が終了する〕2004年 6 月28日までの
間、英国軍は、国連安保理決議1483及び1511によって修正され〔jus in bello
の〕占領規則から逸脱する法制度の下で、イラクにおいて活動していた。
……欧州人権条約第 5 条の適用は、国連安保理決議……の定める法制度と両
立しない限りで、国連憲章第25条と第103条の運用によって、同制度によっ
て代替される（displaced
（78）
）。」
つまり英国は、安保理決議を根拠として、jus in bello の占領規則だけで
なく、欧州人権条約からの逸脱も認められると主張したのである。これに
対し裁判所は、以下のように述べ、英国の抗弁を棄却している。
「裁判所は国連が創設された目的を考慮しなければならない。国連憲章第 1
条 1 項に定められた国際の平和及び安全の維持という目的とともに、第 3 項
は国連が『人権及び基本的事由を尊重するように助長奨励することについ
て、国際協力を達成する』ために創設されたことを示している。憲章第24条
2 項は、安保理に対し、国際の平和及び安全の維持に関する主要な責任に関
する安保理の責務を果たすにあたって、『国際連合の目的及び原則に従つて
行動』することを要求している。これらに鑑みると、裁判所は、安保理決議
の解釈において、安保理は人権の基本原則に違反するような加盟国の義務を
（78）　European Court of Human Rights, Case of Al─Jedda v. The United Kingdom 
（Application no. 27021/08）, Judgment, 7 July 2011, pp. 49, 52, paras. 87, 91.
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課すことを意図していないとの推定が存在すると考える。安保理決議の文言
が曖昧であるときは、裁判所は、欧州人権条約の要請と最も調和し、義務の
抵触を回避する解釈を選択しなければならない
（79）
。」
裁判所は、このように述べ、安保理決議に基づきイラク占領下で実施され
る措置は国連憲章の定める目的および原則と両立するものでなければなら
ないと判示している。このことは、占領国による行政措置（抑留）だけで
なく、立法措置（国内法改変や統治制度改革）についても当てはまると考え
られる。安保理決議1483を採択した安保理会合において安保理議長は「憲
章に基づき本決議の下で安保理によって委託された権限は無制限のもので
はない。当該権限は、……憲章第 1 条に言及された『正義及び国際法の原
則』に従った態様で行使されるべきである」と述べている
（80）
。
　国連憲章第 1 条は、人権について規定する第 3 項とともに、第 2 項にお
いて「人民の同権及び自決の原則の尊重に基礎をおく諸国間の友好関係を
発展させること、並びに、世界平和を強化するために他の適当な措置をと
ること。」を国連の目的と定めている。したがって、安保理決議に基づき
CPA に要請された国家再建の権限は、自決原則による制限を受けること
となる
（81）
。
　占領国が被占領国人民の自決権を尊重する義務を負うことは、「パレス
チナ占領地域における壁建設の法的効果」事件勧告的意見において ICJ
によっても確認されている。本件において ICJ は、国連憲章に規定され
る人民自決の原則は「いずれの国も……人民から自決権を奪う強制的な行
為を慎む義務を負う」と定める友好関係原則宣言によって再確認され、具
体化されていると判示している
（82）
。その上で ICJ は、人民自決権を尊重す
（79）　Ibid., p. 56, para. 102.
（80）　U. N. Doc. S/PV. 4761, pp. 11─12.
（81）　Benvenisti, supra note 64, p. 270.
（82）　I.C.J. Reports 2004, pp. 171─172, para. 88. See also, Alan Pellet, “The Destruction 
of Troy will not Take Place,” in Playfair （ed.）, supra note 63, pp. 182─183.
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る義務が対世的義務（obligation erga omnes）であることを確認し
（83）
、その帰
結として、すべての国が占領国の措置の結果として生ずる被占領国人民の
自決権を侵害する状態を承認してはならない義務を負うと判示している
（84）
。
このように自決原則は、被占領国との関係だけで問題となるわけではな
く、第三国の非承認義務の対象となる国際社会全体の関心事項として、占
領国の権限に対する制限となるのである。
2 ．イラク占領における自決原則の具体的機能
　CPA に対し国家再建の権限を認めた安保理決議1483第 4 項は、「イラク
人民が自らの政治的将来を自由に決定すること」と規定している。また、
同決議は、第 9 項において国家再建の最終目標を「代表政府のイラク人民
による樹立」と定めている。これらの条項は、最終的なイラク国内制度の
樹立がイラク国民による決定に委ねられている点で、CPA による国内法
改変・統治制度改革の権限に対する自決原則の制限を具体的に示したもの
といえる。
　実際に CPA は、決議1483の採択から約 2 ヶ月後、イラク人民により構
成されるイラク統治評議会（Governing Council of Iraq）の設立を承認して
いる
（85）
。同評議会は勧告的な役割にとどまるものとされていたが
（86）
、CPA が
同評議会を設立した背景には、CPA によって実施される国内法改変や統
（83）　Ibid., p. 199, para. 155. ICJ は「憲章および国連の実行を通じて発展してきた
人民自決権が対世的性質を有する」と判示した「東ティモール」事件管轄権判決を
踏襲している。I.C.J. Reports 1995, p. 102, para. 29.
（84）　I.C.J. Reports 2004, p. 200, para. 159.
（85）　Coalition Provisional Authority, Regulation Number 6, Section 1, 13 July 
2003, at http://www.iraqcoalition.org/regulations/20030713_CPAREG_6_Governing_
Council_of_Iraq_.pdf
（86）　Nehal Bhuta, “The Antinomies of Transformative Occupation,” European 
Journal of International Law, Vol. 16 No. 4 （2005）, pp. 736─737. 同論文はこの点を
もってイラク統治評議会の設立の意義を否定的に捉えているが、同統治評議会の設
立によって、イラク占領は、CPA による直接統治から同評議会を通じた間接統治
へと移行した点において、その設立の積極的な意義を見出すことができる。
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治制度改革がイラク人民の意思に（少なからず）基づいているものでなけ
ればならないとの認識が存在していた
（87）
。さらに、安保理は、決議1511第 7
項において、イラクの統治機構を定める基本法であるイラク新憲法の起草
にあたっては、「当局〔CPA〕と協力して」、イラク統治評議会がイニシ
アチブをとるよう求めている。このように自決原則は、国内法改変・統治
制度改革にイラク人民の自律的意思を反映させなければならないという意
味で、CPA の国家再建の権限に制限を課している。
　このような自決原則による制限は、事項的な制限だけでなく、時間的な
制限にも及んでいる
（88）
。自決原則の要請により、CPA の権限は、基本的な
国家の内実・中身が整備されるに伴って漸進的にイラク代表政府へと移譲
されなければならず、最終的なイラク代表政府の樹立により CPA の権限
は終了されなければならないこととなる。
　実際に、安保理決議1511は、イラク統治評議会によってイラク新憲法の
起草が開始されたことを受けて、第 1 項において「CPA の具体的責任、
権限……の行使は、イラク国民によって樹立される……代表政府がその任
に就き、当局の責任を引き受ける時に終了する暫定的な性格のものである
ことを強調」している
（89）（90）
。そしてイラク占領は、安保理決議1546に基づき、
（87）　Matthew Saul, “The Impact of the Legal Right to Self─Determination on the 
Law of Occupation as a Framework for Post─Conflict State Reconstruction,” in N. 
Quénivet and S. Shah─Devis （eds.）, International Law and Armed Conflict 
（2010）, p. 413. 同理事会の発足を受けて採択された安保理決議1500は、同理事会の
発足を「イラク主権を行使する国際的に承認された代表政府のイラク人民による形
成に向けた重要な段階」として歓迎している。U. N. Doc. S/RES/1500 （2003）.
（88）　Manuela Melandri, “Self─determination and State─building in International 
Law: The Need for a New Research Approach,” Journal of Conflict and Security 
Law, Vol. 19 No. 3 （2014）, p. 12.
（89）　U. N. Doc. S/RES/1511 （2003）.
（90）　同様の趣旨は、第二次世界大戦後の日本の占領管理の法的根拠であるポツダ
ム宣言第12項にも規定されている。同項は「前記諸目的が達成せられ、且日本国国
民の自由に表明せる意思に従ひ平和的傾向を有し且つ責任ある政府が樹立せらるる
に於ては、聯合国の占領軍は、直ちに日本国より撤収せらるべし」と定める。
紛争後の国家再建における安保理決議の
機能と占領法規との関係（広見）　　109
「イラク国民によって樹立される…代表政府がその任に就き、当局の責任
を引き受けた」2004年 6 月30日をもって終了している
（91）
。自決原則は、外
国による占領を終了させる法的要因として機能し、占領を「時限的
（temporary）」にとどめる役割を果たしているのである
（92）
。
　このように、イラク国民の自決権は CPA の国家再建の権限を事項的・
時間的に制限する規範となると考えられる。このような自決原則による制
限は憲章第 1 条 2 項に由来するものであり、国家再建の権限を制限する規
範的根拠は憲章第 1 条 2 項に求められることとなる。
3 ．国家再建における自決原則の機能と限界
　以上のように自決原則の機能を捉えると、自決原則と jus in bello の占
領法規とは、占領国による国内法改変・統治制度改革の権限に制限を課す
という意味で、同一の方向に機能することとなる。しかし、両者の間に
は、目的および尊重すべき国家要素において相違が存在している。jus in 
bello の占領法規は、1907年のハーグ陸戦規則によって基本的枠組が形成
された。これに対し、自決原則は、1945年の国連憲章成立以後に発展して
きた法的概念である。したがって、自決原則は、jus in bello の占領法規
には存在していなかった新しい法的考慮を反映している。
　占領は「被占領國の行政・經濟・交通の機構に生ずる障礙に因つて、被
占領國の降服を速かならしめる事……又は單に戰略上の重要地點を獲得す
る」こと
（93）
もしくは「軍事目的のために敵国の資源を用い、その軍事的優勢
……を維持し、敵国に和平条件を受諾させる必要性を認識させる」こと
（94）
を
目的としている。jus in bello の占領法規は、この目的を超えて、被占領
国の領域主権を占領国に移転したり、占領国が被占領国の統治制度の根本
（91）　U. N. Doc. S/RES/1546 （2004）.
（92）　Adam Roberts, “The End of Occupation: Iraq 2004,” International and 
Comparative Law Quarterly, Vol. 54 （2005）, p. 28.
（93）　田岡良一『國際法學大綱』下巻（巌松堂書店、1939年）262頁。
（94）　Oppenheim, supra note 24, p. 432.
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を覆すことを認めていない
（95）
。被占領国の国内法や統治制度を原則として現
状維持・保全することは、占領国に対して忠誠を負わない被占領国文民の
生活や秩序維持という目的に適った方法であるとともに、被占領国政府の
維持という機能も果たしていた。ベンヴェニスティが指摘するように、
jus in bello の占領法規は、「〔占領地域から〕追い出された政府の主権の
尊重」を制度基盤としている
（96）
。戦争が違法化される以前に基本的枠組が整
備された jus in bello の占領法規は、対等な主権国家間の戦争において、
相手方「政府」の主権を尊重する制度として確立されてきたのである。
　これに対し、憲章第 1 条 2 項において新たに定められた自決原則は、国
民が自国の政治体制を自由に決定し、政治に参画することを目的とするも
のである。したがって、自決原則において尊重される国家の要素は、「政
府」から「国民」へと転換しているということができる。この点で、「平
和に対する脅威」を構成する旧「政府」の国家要素を除去するという jus 
ad bellum の要請は、「政府」の主権の尊重を制度基盤とする jus in bello
の占領法規とは相反することとなる一方、「国民」の意思の尊重を基盤と
する自決権とは両立することとなる。
　他方で、自決原則の十全・自由な行使は、再建されるイラク新政府が旧
フセイン政権のような「平和に対する脅威」を構成する政府に回帰しては
ならないという点で、jus ad bellum による制約を受けている
（97）
。jus ad 
bellum は、国家の中身・内実に踏み込んで、国内法や統治制度の是正・
矯正を要求している。これに対し、自決原則は、実現される国家の中身・
内実を問うものではない。イラクの国家再建に関する一連の安保理決議は
「適切に構成され国際的に承認されたイラク代表政府」に繰り返し言及し
ているが、それらの決議は、そのような政府となるために充足すべき要件
（95）　Dinstein, supra note 3, p. 124.
（96）　Benvenisti, supra note 26, p. 920, para. 1.
（97）　Steven Wheatley, “The Security Council, Democratic Legitimacy and Regime 
Change in Iraq,” European Journal of International Law, Vol. 17, No. 3 （2006）, pp. 
542─544.
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を定義していない
（98）
。国連集団安全保障体制下での国家再建においては、旧
政権が行ってきた「平和に対する脅威」を除去するという憲章第 7 章の
jus ad bellum の要請と自らの政治体制を国民が自由に決定するという憲
章第 1 条 2 項の自決原則の要請との両立性が求められるということができ
る
（99）
。CPA によるイラクの国家再建は、湾岸戦争以後、過去20年以上にわ
たって安保理が繰り返し認定してきた旧フセイン政権の違法性を払拭する
とともに、イラク新政権が将来にわたって国際の平和と安全に関する国際
法を履行遵守するための国家性の内実を備えることを目的として実施され
たのである
（100）
。
Ⅳ　結　語
　2003年の対イラク武力行使は、1991年の湾岸戦争終結以降、フセイン政
権によって実行され続けてきた大規模人権侵害や大量破壊兵器保持といっ
た「平和に対する脅威」の存在を前提として、「ならず者国家」や「悪の
枢軸」の体制変更（regime change）を行うという政治的動機が優先される
中で展開されてきた。このような状況において、法的議論が稀薄なまま、
フセイン政府の壊滅という事態が生ずることとなった
（101）
。
　フセイン政権の崩壊後、イラク占領下において CPA によって実施され
たイラクの国内法改変・統治制度改革は、jus in bello の占領法規（の例外
規定）によってでは正当化されえなかった。このような状況において、安
（98）　Alexander Orakhelashvili, “The Post─War Settlement in Iraq: The UN 
Security Council Resolution 1483 （2003） and General International Law,” Journal 
of Conflict and Security Law, Vol. 8 No. 2 （2003）, p. 312.
（99）　Ibid., p. 313.
（100）　国家性の内実について、萬歳寛之「国家責任法適用の基礎としての国家機能の
性格─領域主権と「管轄又は管理」─」早稲田大学大学院法学研究科編『法学研究
の基礎 法と権利』（早稲田大学大学院法学研究科、2011年）235─238頁。
（101）　W. Michael Reisman, “Why Regime Change is （almost all） a Bad Idea?” 
American Journal of International Law, Vol. 98 （2004）, pp. 516─525.
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保理は、過去の一連の決議において認定してきた「国際の平和と安全に対
する脅威」を構成するイラクの国家要素を除去するため、jus ad bellum
として CPA に対し国家再建を要請したのである。
　国連集団安全保障体制下での国家再建においては、「平和に対する脅威」
を除去するという jus ad bellum の要請と自らの政治体制を国民が自由に
決定するという自決原則の要請とが両立する限りにおいて、安保理決議の
要請を受けた占領国が、jus in bello の占領法規の制限を逸脱して、国家
再建を行うことが可能となる。
　このように国家再建を要請する安保理決議という jus ad bellum は、jus 
in bello からの逸脱を認めると同時に、jus in bello に代わって国家再建の
権限を制限する規範を設定する機能を担っている。この点で、国家再建を
要請する安保理決議の設定する jus ad bellum は、jus in bello の占領法規
を「代替」する関係にある。安保理決議は、個別具体的な占領の状況にお
いて生ずる jus in bello 内部の問題を克服するために、国家再建に関する
特別の jus ad bellum を設定することによって、jus in bello と「代替的」
関係に立ちながら、占領下の当事者の行為に規範的統制を及ぼしているの
である。
　ウォルフルムは、安保理決議678が憲章第 7 章の下での個別国家に対す
る軍事的措置の容認のモデルとなったように、安保理決議1483は個別国家
に対する紛争後の国家再建の容認のモデルとなる可能性を指摘している
（102）
。
2003年のイラク占領は、安保理決議に基づき個別国家が国家再建を実施し
た初の事例として、先例的価値を有するものと考えられる。安保理決議
1483は、今後、敵対行為の終了後の占領下で実施されうる国家再建におい
て、安保理決議が特別に設定する法枠組を示すものとなるであろう。
（102）　Rüdiger Wolfrum, “The Adequacy of International Humanitarian Law Rules 
on Belligerent Occupation: To What Extent may Security Council Resolution 1483 
be considered a Model for Adjustment?” in M. N. Schmitt and J. Pejic （eds.）, 
International Law and Armed Conflict: Exploring the Faultlines （2007）, p. 508.
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［付記］本稿は、2014年度国際法学会研究大会の分科会 B「武力紛争時にお
ける jus ad bellum の現代的機能─冷戦後の安保理決議の役割─」における
報告を基礎として、それに大幅な加筆修正を行ったものである。貴重な御指
導をいただいた同学会会員の皆様方に心より感謝申し上げる。
